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HarukiOKuDA

は，かならずしも十分には明らかにされていないかに見

受けられる。ここには，はからずも，「戦争責任｣問題を

直裁に問題意識とする研究の一つの盲点が灸り出されて

いるように思われる。すなわち，個々の研究が，当時の

地域社会なり，地方行政なりが，どのような条件の下に，

どのような論理で動いていたか，その全体像を復元する

作業へと，なかなか合流して行かないのである。

石川県石川郡吉野谷村役場が所蔵する文書中に，石川

県が市町村長を集め，市や町村が地方行政を遂行するに

あたって，重視したり注意したりすべき事項を，政府が

府県知事などを集めて行った訓示をふまえて，提示した

ものが残されている。以下で，それを紹介しつつ，若干

の検討を加え，昭和戦前期における石川県の町村指導の

実相の一端を明らかにしたい。もちろん，前述したよう

な研究状況の問題点と取り組むには，あまりにも微細に

すぎる事例報告だが，そこへと向かう一歩と，敢えて位

置づけておきたい。

はじめに

昭和戦前期の政治史的研究は，当然のことながら，戦

後に本格化するが，当初から現在に至るまで，いわゆる

「戦争責任」問題と密接な連関の下に進められてきた。

その肯定・否定の如何を問わず，それぞれの立場の論拠

となる歴史認識の提示に関心が集中された観があるのは

否めまい。

もっとも，それはそれで，蘆溝橋事件の経緯の研究に

みられるように，時分刻みで「歴史的事実」を究明しよ

うといった周到な研究成果も上がってはいる。このよう

な，微視的精度が向上する半面，政治史を構成する，狭

義の政治史とも言うべき政局史，国制史ないし法制史，

行政史，外交史，軍事史などが，それぞれの分野で一様

に研究の精度を上げ得ているか，またそれら相互を連関

づけて有機的な全体像を組み上げる新しい試みに成功し

ているか，と問われれば，かならずしも肯定的な回答は

出し得ないのではあるまいか。

例えば，行政史の分野に限ってみると，教育や衛生な

ど，個々の行政領域について，相当に繊密な研究がなさ

れていることは確かである。また，「戦争責任｣問題を意

識して，国民の「戦争協力」の実態を追究すべ<，隣組

などの住民組織の研究も精力的に進められている。その

場合でも，政府や府県が市や町村を通じて地域社会にど

のような働きかけを行っていたか，といった問題の実相

吉野谷村役場「昭和八年訓示指示書綴」の

概要

ここで取り上げる文書は，「昭和八年訓示指示書綴」

と題された簿冊で，表紙と中身を合わせ，見開きで撮影

したマイクロ・フイルムのコマ数は，５１０コマとなる大

部の史料である。ほとんどすべてが活字印刷されたもの
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だが，１コマ分だけ孔版謄写印刷のものがあり（後出の

史料11-③)，若干の文書にはそれらが現用文書であっ

た時点での書き込みが認められる。

綴じ込まれた文書は,概ね年代順に配列されているが，

一部，前後しているものもある。そのうち，地方長官会

議における政府閣僚らの訓示は，石川県招集の会議にお

いて，県の訓示・指示・注意事項に添付されたものであ

るから，曰時は前後するが，そこでの配布文書として一

括して扱うべき性質のものであろう。そう考えると，大

半の文書は年代順に配列されていることになるが，それ

でも，－，二の文書は，年代が前後して配列されている。

これらを年代順に配列し直して整理すると，以下のよう

になる。なお，亀甲括弧を付した文書名は，原文書に表

題がないため，筆者がその内容を勘案して考案したもの

である。また，史料番号は筆者が付したものである。

昭和八年訓示指示書綴

石川県石川郡吉野谷村役場

１〔席次表〕

２〔昭和８年６月１曰招集市町村長会議〕

①訓示要旨(昭和八年六月一曰於市町村長招集）

②指示事項(昭和八年六月一曰於市町村長招集）

３〔昭和13年１月開催町村予算編成打合会〕

①指示注意事項（昭和十三年一月開催町村予算編

成打合会二於テ）

４〔昭和１３年６月３曰招集市町村長会議〕

①訓示（昭和十三年六月三曰於市町村長会議）

②指示事項（昭和十三年六月三曰於市町村長会

議）

１）〔指示事項〕

２）注意事項

③地方長官会議二於ケル内閣総理大臣及各大臣等

訓示（昭和十三年五月）

５〔昭和14年６月１６日招集市町村長会議〕

①訓示(昭和十四年六月十六曰於市町村長会議）

②地方長官会議二於ケル内閣総理大臣及各大臣等

訓示（昭和十四年五月）

６〔昭和14年９月開催県会議員選挙事務打合･講

習会〕

①指示，注意事項（昭和十四年九月於県会議員

選挙事務打合，講習会）

１）指示事項

２）注意事項

②県会議員選挙事務講習要項

１）県会議員選挙事務講習要項

２）選挙事務講習要項

７地方長官会議二於ケル内閣総理大臣及各大臣等訓

示（昭和十四年十月）

８〔昭和15年６月１５曰招集市町村長会議〕

①訓示(昭和十五年六月十五曰於市町村長会議）

②指示事項（昭和十五年六月十五曰於市町村長

会議）

１）〔指示事項〕

２）注意事項

③地方長官会議二於ケル内閣総理大臣及各大臣等

訓示（昭和十五年五月）

９〔昭和15年１１月７曰開催社団法人石川県市町

村吏員互助会第六回総会〕

①昭和十五年十一月七曰於石川県会議事堂

第六回総会事項

社団法人石川県市町村吏員互助会

１０〔昭和16年６月１３曰招集市町村長会議〕

①指示，注意事項（昭和十六年六月十三曰市町

村長会議）

１）指示事項

２）注意事項

１１〔昭和16年６月24.25日開催第１８回北信五県

町村長会〕

①昭和十六年六月二十四曰二十五曰

於金沢市公会堂

第十八回北信五県町村長会付議事項

北信五県町村長会

②第十七回北信五県町村長大会経過報告

富山県町村長会長島田七郎右衛門

③協議問題（長野県提出）

１２〔昭和17年３月２６曰招集市町村長会議〕

①訓示(昭和十七年三月二十六日市町村長会議）

以上の文書リストに，－点だけ注釈を加えておく必要

があろう。すなわち，県招集の市町村長会議における訓

示の主体が明記されていない点である。その主体は，当

然，知事であろう。ざすれば，史料２－①は山口安憲，
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４－①は近藤駿介，５－①は成田一郎，８－①は土居章

平，１２－①は田中重之ということになろう(1)。

昭和戦前期という時期区分との関係で見ると，この文

書綴には史料がかけている時期がある。それは，昭和７

年（1932）以前，９年（1934）から１２年（1937）の間，

１８年（1943）以降だが，これらの時期には，いずれも，

それぞれ当時の地方行政に甚大な影響を及ぼした一連の

出来事が起こっている。そのうちの主なものを時系列で

列挙すると，昭和７年以前には，金融恐`慌，昭和天皇即

位大礼，昭和恐慌，満州事変，高橋財政とその下での時

局匡救事業，その一環としての農山漁村経済更生運動の

開始，五・一五事件，また，９年から１２年の問には，天

皇機関説事件と国体明徴声明，二・二六事件，広田弘毅

内閣による陸海空軍備の大拡張着手，第一次近衛文麿内

閣の成立，蘆溝橋事件から曰中戦争への突入，１８年以降

は，戦局の悪化，学徒動員の開始，地方行政協議会の発

足，都市疎開の開始，本土空襲の本格化，国民義勇隊の

編成など「本土決戦」体制化，そして敗戦である。これ

らの一連の出来事が起こった時期の欠如は，この文書綴

に残された史料のみでは戦前期における石川県の町村指

導の実相，とりわけその経年的な全体像を明らかにし得

ないことを意味している。

しかしがら，史料を欠く時期の分については，吉野谷

村役場以外で別途に収集される可能性も残されている。

また，この史料の時期にも，当時の地方行政にとって，

重要な出来事が少なからず起こっている。すなわち，時

系列でその主なものを挙げれば，昭和８年（1933）には，

時局匡救事業と農山漁村経済更生運動の本格的展開，国

際連盟脱退，塘沽停戦協定の成立による満州事変の実質

的終結，１３年（1938）から１７年（1942）の間には，曰中

戦争の長期化，国家総動員法，ついで米穀配給統制法や

国民徴用令の制定など統制経済の本格化，曰米通商航海

条約の失効，地方税法の制定など地方税制の改革，近衛

新体制の成立，アメリカの石油･屑鉄の輸出許可制実施，

部落会・町内会・隣保班・市町村常会の整備開始，大政

翼賛会の発足，アジア・太平洋戦争への突入，戦時体制

の強化などがある。これらの出来事を想起すれば，この

文書綴に残された史料を検討してみる価値が十二分にあ

ることは多言を要しまい。そして，史料を欠く時期の分

の検討は，別途の史料収集を俟って後曰を期し，併せて

研究の十全をはかることとしたい。

石川県の町村に対する指示･注意事項の概要

石川県は，この文書綴に残された史料の範囲では，管

下の諸町村に対してどのような指示や注意を与えていた

のか。以下に，各年次別に，その項目を列挙してみよう。

２－②昭和８年６月１曰招集

市町村長会議指示事項

－，労働統計実地調査二関スル件

二，納税組合ノ設立奨励二関スル件

三，町村合併二関スル件

四，市町村ノ財務経理及出納会計事務監督二関スル件

五，農村振興土木事業施行二関スル件

六，農村振興土木事業ノ労働者使用二関スル件

七，農村振興土木事業二関スル記録保存ノ件

八，新旧道路敷整理二関スル件

九，河川溝渠用悪水路二関係アルエ事二関スル件

９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９
９

○
一
一
’
一
一
一
四
五
六
七
八
九
○
一
一
一
一
一
一
四
五
六
七
八
九
○

一
’
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一

農山漁村経済更生計画二関スル件

農村負債整理二関スル件

農産物販売統制二関スル件

小麦販売統制二関スル件

裏作奨励二関スル件

蚕蛆駆除予防二関スル件

桑園整理改植事業督励二関スル件

産業組合拡充五ヶ年計画二関スル件

時局匡救耕地関係農業土木事業二関スル件

暗渠排水事業奨励二関スル件

メートル法ノ実行促進二関スル件

国民更生運動二関スル件

社会教育委員二関スル件

補習教育二関スル件

青年訓練二関スル件

恩賜医療救護二関スル件

方面委員事業二関スル件

児童虐待防止二関スル件

召集及徴発事務二関スル件

労働者災害扶助二関スル件

栄養改善二関スル件

伝染病予防二関スル件
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二十五，船舶二対スル石油消費規正二関スル件

４－②－２）昭和13年６月３曰招集

市町村長会議注意事項

－，国家総動員法制定二関スル件

二，綿糸配給統制二関スル件

三，鉄鋼配給統制二関スル件

四，銅使用制限二関スル件

五，各種疾病ノ予防治療二関スル件

６－①－１）昭和14年９月開催

県会議員選挙事務打合・講習会指示事項

－，県会議員選挙事務ノ執行二関スル件

二，公吏タル者ノ挙措二関スル件

６－①－２）昭和14年９月開催

県会議員選挙事務打合・講習会注意事項

－，犯罪人名簿整理二関スル件

二，選挙人名簿二関スル件

三，臨時補充選挙人名簿二関スル件

四，投票用紙ノ取扱二関スル件

五，投票所告示二関スル件

六，投票所ノ設備取締二関スル件

七，投票録二関スル件

八，投票函等送致二関スル件

九，不在者投票ノ取扱方二関スル件

十，公立学校其ノ他営造物設備ノ使用二関スル件

８－①－１）昭和15年６月１５曰招集

市町村長会議指示事項

－，祭祀ノ厳修二関スル件

二，地方行財政ﾉ運営並二昭和十五年度予算ﾉ執行二関スル件

三，地方税制ノ改正二関スル件

四，町村吏員充実助成並二町村吏員互助施設助成二関スル件

五，国民精神総動員二関スル件

六，国民貯蓄奨励卜金ノ集中二関スル件

七，戦時節米二関スル件

八，国勢調査二関スル件

九，市町村立小学校教員ノ待遇二関スル件

十，青年学校義務制ノ徹底二関スル件

十一，救護及母子保護二関スル件

十二，軍人援護事業二関ｽﾉﾚ件

十三，乳幼児ノ保護二関スル件

十四，労務動員ノ実施二関スル件

三二，結核予防二関スル件

３－①昭和13年１月開催

町村予算編成打合会指示注意事項

－，昭和十三年度町村予算編成二関スル件

二，地方債合二関スル件

三，国税徴収交付金二関スル件

四，県税徴収交付金二関スル件

五，財政補給金予算二関スル件

六，地租名寄帳整理費国庫補助二関スル件

七，地租付加税及特別地税付加税賦課率二関スル件

八,支那事変二因ル県税不課税ト町村付力脱二関スル件

九，寄付金ノ計上二関スル件

十，予算ノ記載二関スル件

一一，予算議決等報告二関スル件

４－②－１）昭和13年６月３日招集

市町村長会議指示事項

一一，国民貯蓄実行二関スル件

二，自治振興二関スル件

三，高等小学校教育ノ振興二関スル件

四，青年教育ノ振興二関スル件

五，体位ノ向上二関スル件

六，神撰幣帛料供進指定二関スル件

七，軍事援護事業二関スル件

八，方面委員事業ノ整備拡充二関スル件

九，改正職業紹介法施行二関スル件

十，満州農業移民並二満蒙開拓青少年義勇軍送出二関スル件

十一，農産資源開発奨励二関スル件

十二，自給肥料奨励二関スル件

十三，馬ノ資質向上並二生産増加二関スル件

十四，乳牛ノ改良増殖二関スル件

十五，自給飼料ﾉ増産並二輸入飼料ﾉ配給統制二関スル件

十六，繭糸各種統計調査二関スル件

十七，民有林木材増産二関スル件

十八，自作農地開発二関スル件

十九，臨時農村負債処理法公布二関スル件

二十，物価調整二関スル件

二十一，物資需給ノ調整二関スル件

二十二，応召中小商業者営業援護二関スル件

二十三，重要物資ノ廃品回収二関スル件

二十四，漁業組合ノ機能拡充二関スル件
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８－①－２）昭和15年６月１５日招集

市町村長会議注意事項

－，国民学校実施二関スル件

二，銃後奉公会ノ活動促進二関スル件

三，国民健康保険普及二関スル件

四，協和事業二関スル件

五，町村労務動員協議会ノ運営二関スル件

六，女子無業者ノ就職二関スル件

七，国民徴用令二依ル応徴者家族保護二関スル件

八，肥料二関スル件

九，農林水産業用資材二関スル件

十，飼料二関スル件

十一，山村経済促進奨励事業二関スル件

十二，市町村有林造林実施二関スル件

十三，藁工品増産二関スル件

十四，家兎増殖二関スル件

十五，部内ノ経済`情勢報告方二関スル件

十六，漁船保険加入二関スル件
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二十一，中小商工業者ノ転廃業二関スル件

二十二，満州開拓民並二青少年義勇軍二関スル件

二十三，農地価格ノ統制並二農地管理二関スル件

二十四，産業組合資金統制二関スル件

二十五，空閑地利用食糧増産二関スル件

二十六，重要農産物ノ増産二関スル件

二十七，部落農業団体ノ事業施設二関スル件

二十八，自家用保有米供出二関スル件

二十九，米穀消費規正二関スル件

三十，麦類ノ買入二関スル件

三十一，馬ノ増産二関スル件

三十二，蚕糸業統制法施行二関スル件

三＋三，造林促進二関スル件

三十四，森林組合設立二関スル件

三十五，木材統制二関スル件

三＋六，薪炭ノ増産奨励二関スル件

三十七，水産製品検査実施二関スル件

三十八，鮮魚介ノ配給統制二関スル件

三十九，農地開発法施行二関スル件

四十，耕地事業ノ実施奨励二関スル件

四十一，中小企業対策二関スル件

四十二，鉄製品配給統制二関スル件

四十三，国土防衛強化二関スル件

市町村長会議指示事項

－，神社祭祀二関スル件

二，敬神思想ノ普及徹底二関スル件

三，昭和十六年度市町村予算二関スル件

四，衆議院議員及地方議会議員ノ任期延長二関スル件

五，市町村吏員ノ臨時手当二関スル件

六，市町村職員共済施設ノ助成二関スル件

七，市町村指導監督二関スル件

八，部落会町内会及町村常会二関スル件

九，国民貯蓄奨励二関スル件

十,国民学校令実施二伴う教具教便物ノ整備二関スル件

十一，青年学校就学事務徹底二関スル件

十二，市町村青年団ノ運営二関スル件

十三，家庭教育ノ振興二関スル件

十四，医療保護法ノ施行二関スル件

十五，国民健康保険組合ノ普及並二指導二関スル件

十六，乳幼児保護二関スル件

十七，軍人援護事業二関スル件

十八，銃後奉公会ノ整備活動二関スル件

十九，労務動員ノ実施二関スル件

二十，国民徴用令二依ル被徴用者家族ノ救護二関スル件

四十四，警防業務二関スル隣保組織ノ指導育成二関スル件

四十五，市町村結核予防事業実施二関スル件
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市町村長会議注意事項

－，調査統計関係県令及訓令新設改正二関スル件

二，生活刷新二関スル件

三，市町村吏員ノ長期講習二関スル件

四，農村労力調整ト共同作業二関スル件

五，農林水産業用資材配給二関スル件

六，「肉ナシ曰」実施二関スル件

七，軍馬並二満州移植馬購買二関スル件

八，飼料二関スル件

九，商工業組合ノ整備二関スル件

十，宅地建物価格統制令実施二関スル件

以上の指示ないし注意項目のうち，３－①は町村の昭

和１３年度予算の編成，また６－①－１）と６－①－２）

は県会議員選挙の事務に関するもので，他の町村行政全
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般にわたるものとは`性格を異にしている。それらは，当

該時期の町村行政にとって重要な事項ではあろうが，石

川県の町村に対する指導の全般的動向の変遷をたどる場

合には，一旦は考察の対象から外しておいてよかろう。

したがって，昭和８年，１３年，１５年，１６年の４年分がこ

こでの検討対象となろう。

石川県の町村に対する指示･注意事項の変遷

石川県の町村に対する指示や注意の全般的動向の変遷

をたどるために，それらを行政分野別に分類して，年次

別の項目数を一覧してみよう。

戦前期における石川県の対町村指示・注意事項の年次別分類一覧

指示小指示．､‘、指示注忘、指示注意

３２２５１４１６４５１０

上掲の表中の若干の行政分野について注釈を加えてお

きたい。その一つは「自治振興」だが，これは，昭和１３

年（1938）が明治２１年（1888）の市制町村制制定から５０

周年にあたるところから，この年を｢自治制発布50周年」

と位置づけて，曰中戦争の長期化にともなう戦時体制整

備の一環として地方制度改革の機運を盛り上げる動きが

起こっており，それに関連した指示である。もう一つは

「協和事業」だが，これは，戦時体制の下で急増した植

民地の朝鮮からの移住者に対する「同化｣施策のことで，

その事業主体として新設された石川県協和会に関する注

意である。

まとめにかえて

前掲の表において，経年でとくに目立って事項数が多

いのは「勧業」である。昭和８年の事項は，時局匡救事

業･経済更生運動に関連したものであり，同年の「土木」

も事項数が多いが，やはり同様の事情である。また，１３

年以降の事項は，戦時体制の下での増産施策に関わり，

経済統制と呼応したものである。

これら以外の事項も含め，指示ないし注意事項の大半

は，それぞれ当該時期の国策の重点のあり様を忠実に反

映している。その限りでは，県の町村指導の'性格は町村

を国策遂行の末端機関ないし受皿として確保することに

－１４８－
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あった，と見られる。

問題は，その指導の中身がどの程度の深度ないし強度

をもっていたかだが，その検討には，訓示とも併せて，

指示ないし注意事項の内容を見ていかねばなるまい。ま

た，政府の府県に対する指導とも照合し，県がそれらを

どの程度斜酌していたかを把握しておく必要があり，そ

れには地方長官会議での閣僚訓示を検討しなければなら

こうした作業を進めるためには各年次ごとに史料を分

析する必要があるが，これは後曰を期し，ここでは如上

の概観にとどめておきたい。

(1) 拙稿「近代概説」（橋本澄夫･東四柳史明･高澤裕一･奥田晴

樹･橋本哲哉編『ふるさと石川歴史館』北國新聞社，2002年６月）

339頁を参照。

ない。
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